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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第５期

第１四半期
連結累計期間

第４期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 1,854,448 7,131,961

経常利益 (千円) 172,888 407,976

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 171,946 346,937

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 204,580 243,163

純資産額 (千円) 1,716,147 1,511,780

総資産額 (千円) 4,449,734 4,241,007

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) 441.27 890.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 38.5 35.6

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 当社は第４期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第４期第１四

半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における日本経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による急速な悪化から

回復傾向にあるものの、厳しい状況が続いております。

このような環境のもと、当社グループは前連結会計年度に引き続き、持続的な成長に向け、今後の成長が期待で

きるプラットフォーム事業及びブロードバンド事業における会員獲得のための積極的なプロモーション投資、中長

期の柱を育成するための新規事業立ち上げ等に積極的に取り組んでまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,854,448千円、営業利益は176,111千円、経常利益は172,888千

円、親会社株主に帰属する四半期純利益は171,946千円となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

(プラットフォーム事業)

プラットフォーム事業には、「エキサイト電話占い」や「エキサイトお悩み相談室」等のコンテンツサービス、

「ウーマンエキサイト」等のメディアサービスが属しております。

当第１四半期連結累計期間は、カウンセリングサービスにおいては、優良なカウンセラーを獲得したことに加え、

積極的なプロモーションにより新規会員の獲得が進みました。メディアサービスにおいては、漫画を中心に質の高

い自社コンテンツを増加させたことに伴いページビュー数も増加しました。

この結果、売上高は792,485千円、営業損益は161,871千円の利益計上となりました。

(ブロードバンド事業)

ブロードバンド事業には、ISP(注１)やMVNO(注２)等のブロードバンドサービスが属しております。

当第１四半期連結累計期間は、「BBエキサイト」を中心としたISPサービスにおいて着実に新規会員を獲得したこ

とにより、売上高は905,764千円、営業損益は183,123千円の利益計上となりました。

(注) １ Internet Service Providerの略で、公衆通信回線等を経由して契約者にインターネットへの接続を提

供する事業。

(注) ２ Mobile Virtual Network Operatorの略で、自社で無線通信回線設備を持たず、他の移動体通信事業者

から借りてあるいは再販を受けて移動体通信サービスを提供する事業。

(SaaS・DX事業)

SaaS・DX事業には、「KUROTEN.」や「FanGrowth」等のSaaS事業、見込み顧客の獲得・育成を行う「ウェビナーコ

ンサルティング」やWebシステムの開発・運用を行うDX事業が属しております。

当第１四半期連結累計期間は、2021年６月に開始した「KUROTEN.」等の新規事業の立ち上げに伴う先行投資によ

り、売上高は155,932千円、営業損益は37,036千円の損失計上となりました。
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(2) 財政状態の分析

(総資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は4,449,734千円(前連結会計年度末比208,726千円の増加)となりま

した。これは、主に利益の拡大に伴う現金及び預金の増加によるものであります。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は2,733,586千円(前連結会計年度末比4,359千円の増加)となりまし

た。これは、主に買掛金の増加によるものであります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は1,716,147千円(前連結会計年度末比204,367千円の増加)となりま

した。これは、主に利益の拡大に伴う利益剰余金の増加によるものであります。

(自己資本比率)

当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は38.5%(前連結会計年度末比2.9ポイント増)となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、重要な研究開発費はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

A種優先株式 90,000

計 50,090,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年12月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 300,000 389,654 非上場

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります

A種優先株式 89,654 ― 非上場 （注）２

計 389,654 389,654 ― ―

（注）１．当社は、2022年11月29日付で、Ａ種優先株主による取得請求権の行使により、Ａ種優先株式をすべて自己株

式として取得し、その対価として普通株式89,654株を交付しております。また、当社が取得したＡ種優先株

式について、2022年11月29日開催の取締役会決議により、2022年11月29日付で会社法第178条に基づきすべて

消却しております。

２．Ａ種優先株式の内容は以下のとおりであります。

（１）剰余金の配当

当会社は、事業年度の末日を基準日として剰余金の配当を行う場合、当該事業年度の末日の最終の株主名

簿に記載又は記録されたＡ種優先株主又はＡ種登録質権者に対し、Ａ種優先株式１株につき、普通株式１

株あたりの配当金にＡ種転換比率に規定するＡ種払込金額をＡ種転換価額で除した数を乗じた額の配当を、

普通株主及び普通登録質権者と同順位にて行う。

（２）残余財産の分配

当会社は、残余財産の分配を行う場合、Ａ種優先株主又はＡ種登録質権者に対し、普通株主及び普通登録

質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株あたに規定するＡ種払込金額に相当する額を支払う。当会社が残余財

産を分配する時点におけるＡ種払込金額にＡ種優先株式の発行済株式数を乗じた額が残余財産の額を超え

る場合、本条に基づきＡ種優先株式１株につき支払われるべき残余財産分配額は、残余財産の総額をＡ種

優先株式の発行済株式数で除して算出される額（１円未満を切り捨てる。）とする。また、残余財産の分

配を行った後になお残余財産がある場合、Ａ種優先株主又はＡ種登録質権者に対し、普通株主及び普通登

録質権者と同順位にて、Ａ種優先株式１株につき、普通株式１株あたりの残余財産分配額にＡ種転換比率

を乗じた額の残余財産の分配を行う。

（３）株主総会の議決権

Ａ種優先株主は、当会社の株主総会及びＡ種優先株主を構成員とする種類株主総会において、Ａ種優先株
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式１株につき１個の議決権を有する。

（４）普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、Ａ種優先株主となった日以降いつでも、法令に従い、その保有するＡ種優先株式の全部

又は一部を当会社の普通株式に転換することを請求することができる。

（５）金銭を対価とする取得請求権

当会社は、当会社が事業譲渡又は吸収分割若しくは新設分割により、当会社の事業の全部又は実質的な全

部を他の会社（当会社の完全子会社を除く。）に譲渡し又は承継させた場合、Ａ種優先株主に対して遅滞

なくその旨を通知するものとし、Ａ種優先株主は、当該通知を受領後３０日以内（以下「取得請求期間」

という。）に限り、法令等に従い、その保有するＡ種優先株式の全部又は一部を当会社が取得し、それと

引き換えにＡ種優先株式１株あたり以下の算式により算定される額（１円未満の端数を切り上げる。以下

「Ａ種取得価額」という。）相当額の金銭を交付することを請求することができる。なお、当該取得請求

の効力は、取得請求期間の満了時に生じるものとする。

（６）普通株式を対価とする取得条項

当会社が、普通株式の上場のため金融商品取引所（日本国外におけるものを含む。）に対し株式上場の申

請を行う旨の機関決定を行った場合で、かつ、株式上場に関する主幹事証券会社からＡ種優先株式を転換

するべき旨の要請を受けた場合、当会社は取締役会の決定により定める日をもってＡ種優先株式の全てを

当会社の普通株式に転換するものとする。

（７）種類株主総会の決議事項

当会社が、会社法第３２２条第１項各号に掲げる行為をする場合には、法令に別途の定めがある場合を除

き、Ａ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～

2022年６月30日

－

普通株式

300,000

Ａ種優先株式

89,654

－ 100,000 － 100,000

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 300,000
A種優先株式 89,654

普通株式 300,000
A種優先株式 89,654

詳細については(１)株式の総
数等に記載のとおりでありま
す。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数
普通株式 300,000
A種優先株式 89,654

― ―

総株主の議決権 ―
普通株式 300,000
A種優先株式 89,654

―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に準じて、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間

(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四

半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

　流動資産

　 現金及び預金 1,072,504

　 売掛金 1,134,977

　 棚卸資産 39,836

　 その他 95,759

　 貸倒引当金 △38,920

　 流動資産合計 2,304,157

　固定資産

　 有形固定資産 280

　 無形固定資産

　 のれん 598,103

　 その他 619,641

　 無形固定資産合計 1,217,745

　 投資その他の資産

　 投資有価証券 721,849

　 その他 270,809

　 貸倒引当金 △65,107

　 投資その他の資産合計 927,551

　 固定資産合計 2,145,577

　資産合計 4,449,734

負債の部

　流動負債

　 買掛金 780,295

　 未払法人税等 2,032

　 その他 621,258

　 流動負債合計 1,403,586

　固定負債

　 長期借入金 1,330,000

　 固定負債合計 1,330,000

　負債合計 2,733,586
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部

　株主資本

　 資本金 100,000

　 資本剰余金 892,362

　 利益剰余金 800,419

　 株主資本合計 1,792,781

　その他の包括利益累計額

　 その他有価証券評価差額金 △79,879

　 その他の包括利益累計額合計 △79,879

　非支配株主持分 3,245

　純資産合計 1,716,147

負債純資産合計 4,449,734
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

売上高 1,854,448

売上原価 972,873

売上総利益 881,575

販売費及び一般管理費 705,463

営業利益 176,111

営業外費用

　支払利息 3,019

　その他 203

　営業外費用合計 3,223

経常利益 172,888

税金等調整前四半期純利益 172,888

法人税、住民税及び事業税 825

法人税等合計 825

四半期純利益 172,063

非支配株主に帰属する四半期純利益 117

親会社株主に帰属する四半期純利益 171,946
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

四半期純利益 172,063

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金 32,517

　その他の包括利益合計 32,517

四半期包括利益 204,580

（内訳）

　親会社株主に係る四半期包括利益 204,463

　非支配株主に係る四半期包括利益 117
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表への影響はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基

づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当第１四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

当座貸越極度額 250,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 250,000千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

減価償却額 26,120千円

のれんの償却額 9,154千円

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自 2022年 ４月 １日 至 2022年 ６月 30日)

配当金支払額

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他
調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額プラット

フォーム
ブロード
バンド

SaaS・DX 計

売上高

(1) 外部顧客への売上高 792,485 905,764 155,932 1,854,182 265 ― 1,854,448

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 792,485 905,764 155,932 1,854,182 265 ― 1,854,448

セグメント利益又は損失(△) 161,871 183,123 △37,036 307,958 △2,429 △129,417 176,111

(注) セグメント利益又は損失（△）の調整額△129,417千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第１四半期連結累計期間(自 2022年 ４月 １日 至 2022年 ６月 30日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)

調整額 合計
プラットフ
ォーム

ブロード
バンド

SaaS・DX 計

課金収入 472,895 893,167 3,670 1,369,732 △26 ― 1,369,706

広告収入 243,714 2 ― 243,716 266 ― 243,983

その他 75,875 12,594 152,262 240,733 25 ― 240,758

外部顧客への売上高 792,485 905,764 155,932 1,854,182 265 ― 1,854,448

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 441円 27銭

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 171,946

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
(千円)

171,946

　普通株式の期中平均株式数(株) 389,654

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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